
No 施策名

事務事業コード 　内 直接事業費 1 　担当部課名

　内 人件費 2 　評価責任者氏名

3 　妥当性評価

　内 直接事業費 4 　有効性評価

　内 人件費 5 　効率性評価

農業の振興

30101020 2,884,332 1 農業委員会事務局

13,465,767 2 河合　欽史

3 高い

3,876,547 4 普通

17,478,030 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30101030 3,996,260 1 産業振興部　営農支援課

17,607,669 2 中神　嘉彦

3 高い

3,174,237 4 普通

13,996,405 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30101040 208,225,300 1 産業振興部　農政課

9,424,754 2 河邉　俊和

3 高い

196,276,340 4 高い

7,770,522 5 高い 改善の効果 普通

農業の振興

30102010 29,004,661 1 産業振興部　農政課

3,275,095 2 河邉　俊和

3 高い

29,999,923 4 高い

3,187,720 5 高い 改善の効果 高い

農業の振興

30102030 16,999,983 1 産業振興部　農政課

3,522,272 2 河邉　俊和

3 高い

21,263,430 4 高い

4,437,806 5 高い 改善の効果 普通

農業の振興

30102040 40,967,274 1 産業振興部　農政課

2,780,741 2 河邉　俊和

3 高い

66,254,613 4 高い

2,625,181 5 高い 改善の効果 普通

農業の振興

30102060 45,305,483 1 産業振興部　農政課

2,626,313 2 河邉　俊和

3 高い

35,323,270 4 高い

4,391,289 5 高い 改善の効果 高い

令和2年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

令和3年度以降の
課題解決に向けた取組方針
（今後3～5年程度をイメージ）

農業経営基盤強化促進法に基づき、農用地
利用集積計画（農地の売買・賃借）を策定し、
担い手の育成と農地の集積・集約化による有
効利用を図っている。
毎年の農地利用状況調査から耕作放棄地は
増加傾向にあり、その解消が課題である。

農用地利用集積計画（農地の売買・賃借）の制
度周知・活用を推進し、農地の集積・集約化を
図った。
不耕作地を含め貸付意向のある農地の有効利
用を図るため、農業委員・農地利用最適化推進
委員への意向情報の提供や農地バンク等の活
用を推進した。

農業委員・農地利用最適化推進委員の更なる連携強
化、関係部署との情報共有を図り、引続き農地集約化
に関する制度の周知活動を行う。また、離農等による
不耕作地が遊休化しないよう耕作放棄地の発生防止
対策や荒廃農地・荒廃施設の再生に向けた支援を行
う。

農地利用最適化推進
事業

21,354,577

21,603,929 事 務 事 業 評 価

・農地・園芸施設バンク事業における農地の仲
介実績は、ほぼ横ばいで推移しているが、長年
耕作放棄され荒廃化した農地については、流
動化が難しい。

事務事業の現状・課題

・令和2年度から市単独での耕作放棄地再生利
用補助制度を創設したが、コロナ禍の影響もあ
り、実績がなかった。

・農地・園芸施設バンク事業は、農業委員会活動との
連携を強化し耕作放棄地の発生予防と解消を図る。
・耕作放棄地再生利用補助事業（市単独）を継続して
実施し、荒廃農地の解消に努める。

営農支援課管理運営
事業

17,170,642

1

農業経営基盤強化促進法に基づき農用地の
利用権設定等の農用地利用集積計画を策
定し、農業の担い手育成及び農用地の有効
利用を図る。担い手への農地集積・集約化の
推進、耕作放棄地の発生防止・解消、農地
中間管理機構との連携、新規就農者の参入
の促進等の現場活動を担う。

16,350,099 事 務 事 業 評 価

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

　農道舗装や排水路、用水路整備、区画拡
大を行い、農業生産性や営農利益の向上を
図るために土地改良事業を支援する。

32,279,756 事 務 事 業 評 価

県営事業で行っている農地中間管理機構関
連県営土地改良事業(県営経営体育成基盤
整備事業)に対して、事業体である愛知県、地
元役員、担い手、耕作者等と調整し、事業の
円滑化を図る必要がある。

和地太田地区の区画整理工、排水路工などの
基盤整備工事、また実施設計を行うと共に、事
業体である愛知県、地元役員、地権者等と今後
の事業スケジュール等の調整を行った。

今後も、和地太田地区及び新規採択地区の基盤整備
工事を行うにあたり、事業体である愛知県、地元役員、
担い手、耕作者等と細部にわたり調整を行い、事業の
円滑化を図る必要がある。また、新規採択地区につい
ては、地元役員、地権者等と調整しつつ整備を計画的
に行う必要がある。

3

　地域における農地・水・環境の良好な保全
とその質的向上を図ることを目的に、地域ぐる
みで行う草刈、浚渫等施設の維持管理を行
う活動組織に対して農地維持・資源向上（共
同活動・施設の長寿命化）活動を支援する。

217,650,054 事 務 事 業 評 価
活動組織による農道、水路等の草刈、泥上げ
等を支援し、農業用施設の適切な維持管理を
実施している。活動組織が複雑な制度を理解
し、適正な活動をする必要がある。また、事業
計画の認定及び活動の実施状況確認等の市
の役割が多く、19組織の活動把握が困難な状
況が出ている。

令和２年度事業内容の改定及び、様式等の変
更に伴い、各組織に出向き説明を行った。また、
問題点、疑問点などの相談を随時受け、事務的
指導を行い業務の適正化を図った。

農地基盤整備促進事
業

33,187,643

2

農地の利用集積を推進し農地流動化に努
め、農業者の経営基盤強化を図る。また、耕
作放棄地の発生予防と解消に努め、農地の
有効活用を図る。

防災重点ため池46池の全ての耐震診断を行い、耐震
性能の無い池に対し、優先順位を決め、防災ダム事業
の整備を計画的に行う。また老朽ため池等整備事業
についても随時計画的に行い防災対策の強化を図る。

ため池等整備促進事
業

25,701,236

6

　地区内の開発による流出量の増大や排水
機場の老朽化に伴う排水能力の低下による
たん水被害を防止するため、排水機場の改
築を行い、被害を未然に防ぐたん水防除事
業を支援する。

43,748,015 事 務 事 業 評 価

県営事業で整備する排水機場等の事業に対
して、地元等と調整し、事業の円滑化を図る必
要がある。

県営事業で整備する新小中山排水機場、新天
白排水機場の改修、伊川津排水機場の保全対
策を行うにあたり、地元等と調整し、事業の円滑
化を図った。

農地へのたん水被害を防ぐため、愛知県、地元等と調
整し、老朽化した既設排水機場の改修や更新、保全
対策を進めると同時に、近年の豪雨により、たん水被
害が増加している地区においては、調査を行い必要に
応じ、新設排水機場の整備を進める。

たん水防除促進事業
68,879,794

5

堤防決壊時に、下流農地だけでなく民家等に
も甚大な被害が予想されるため、県営土地
改良事業により堤体等の改修を行い農業経
営と民生の安定を図る。

20,522,255 事 務 事 業 評 価

防災重点ため池に対し、ハザードマップの作成
を行い、また耐震診断より耐震性能の無い池
に対し、耐震整備を早急に進める必要がある。
また、県営事業で行われるため池整備の事業
に対して、地元等と調整し、事業の円滑化を図
る必要がある。

農業用ため池管理保全法の成立に伴い、防災
重点ため池46池の再選定を行い、令和元年度
から県営事業でハザードマップの作成、耐震診
断を随時行っている。また、平成30年度から進
めている県営老朽ため池等整備事業（大正池）
の堤体工事の一部を行った。

令和元年度～令和5年度の5ヵ年計画に基づき、今後
も円滑に事業を実施できるように、各活動組織に対し、
年１回以上の説明会や勉強会を行い、また事業を進
めるに当り、疑問点や相談など随時受けるなど、適切
な指導を行う。また、令和6年度～令和10年度の新規
5ヵ年計画策定に向け、各組織と調整を行う必要があ
る。

多面的機能支払事業
204,046,862

4

緊急性及び必要性を考慮しながら、土地改良区が主
体の施設整備を支援する。

土地改良施設整備事
業

39,714,559
7

農業の生産性の向上、災害防止及び国土の
保全を図るため、道路、排水路、その他の土
地改良施設の整備を行う。また、土地改良区
が事業主体の単県土地改良事業、単独土地
改良事業の支援する。

47,931,796 事 務 事 業 評 価

土地改良区が計画する土地改良施設の整備
について、施設の緊急性、有効性及び効率性
を考慮して整備対象施設を選定する必要があ
る。

緊急性及び必要性を考慮し、稲場揚水機補修
工事などの土地改良施設の整備事業を支援し
た。
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令和2年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

令和3年度以降の
課題解決に向けた取組方針
（今後3～5年程度をイメージ）

事務事業の現状・課題

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

農業の振興

30102090 738,408 1 産業振興部　農政課

2,169,268 2 河邉　俊和

3 高い

3,661,900 4 高い

1,897,222 5 高い 改善の効果 高い

農業の振興

30102100 61,806,821 1 産業振興部　農政課

7,200,818 2 河邉　俊和

3 高い

30,819,005 4 高い

7,620,736 5 高い 改善の効果 高い

農業の振興

30102120 20,607,656 1 産業振興部　農政課

2,780,741 2 河邉　俊和

3 高い

22,254,867 4 高い

2,500,172 5 高い 改善の効果 高い

農業の振興

30102140 21,015,726 1 渥美支所　地域課

1,741,134 2 鈴木　雅也

3 高い

527,627 4 高い

1,907,103 5 高い 改善の効果 普通

農業の振興

30102150 34,276,675 1 渥美支所　地域課

8,904,388 2 鈴木　雅也

3 高い

82,913,189 4 高い

9,391,607 5 高い 改善の効果 高い

農業の振興

30103010 888,415 1 産業振興部　農政課

3,937,040 2 河邉　俊和

3 普通

300,000 4 普通

3,020,112 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30103020 50,084,332 1 産業振興部　農業公園管理事務所

44,948,915 2 加藤　兼三

3 高い

34,546,303 4 高い

51,791,489 5 普通 改善の効果 高い

8
土地改良施設の適正管理を行うとともに、小
規模災害等に適応するため、土地改良施設
の維持管理を行う。

2,907,676 事 務 事 業 評 価

土地改良施設の維持を目的とした施設の改
修・修繕を限られた予算で効果的に実施する
必要がある。

土地改良施設の維持管理に必要な補修等を行
い、施設の適切な管理を実施した。 土地改良施設の機能が最大限発揮されるよう施設維

持管理に努める。
土地改良施設維持事

業

5,559,122

愛知県土地改良事業団体連合会が行う土地改良施
設維持管理適正化事業等により、排水機場の計画的
な改修に努める。また突発的に発生する故障等の緊
急的な修繕については、愛知県と調整しながら県費補
助を活用し対応する。

排水機場等維持事業
38,439,741

10

地区開発による流出量の増加により水路能
力が不足し、農地のたん水被害を引き起こし
ているため、排水路を改修し、災害を未然に
防止することにより地域産業の振興を図る。

23,388,397 事 務 事 業 評 価

県営事業で整備する排水路、排水機場等の
事業に対して、地元等と調整し、事業の円滑
化を図る必要がある。

県営事業で整備する六号排水路の改修を行うに
あたり、地元等と調整し、事業の円滑化を図っ
た。

農地へのたん水被害を防ぐため、愛知県、地元等と調
整し、排水路、排水機場の改修や更新進めると同時
に、近年の豪雨により、たん水被害が増加している地
区においても調査を行い必要に応じ整備を進める。

緊急農地防災促進事
業

24,755,039

9

たん水被害を防止し、農業経営及び生活の
安定を図るため、降雨時の排水機の運転に
支障をきたさないように、排水機の定期的な
保守点検及び維持管理を行う。また、老朽化
した施設については、安定した運転ができるよ
うに、機器のオーバーホール及び交換等を行
う。

69,007,639 事 務 事 業 評 価

排水機場の機能を適正に維持し、施設の長寿
命化を図るため、計画的にオーバーホール等
を実施する必要がある。

緊急性を考慮し、田原第二排水機場の満水検
知器取替工事、田原第一排水機場及び汐川第
一排水機場の真空ポンプ取替工事を県費補助
を活用し実施した。

緊急時において適切な対応が可能となるように、自治
会等管理委託者に対し、施設の操作方法の指導を強
化していく。また、施設の老朽化に伴い、改修等も随時
検討する。

土地改良施設維持事
業（渥美支所）

2,434,730

12

排水機の運転に支障を来さないように、定期
的な保守点検及び維持管理を行う。また、老
朽化した施設の修繕等を行い、施設の機能
を維持し、たん水被害の防止、農業経営及び
生活の安定を図る。

43,181,063 事 務 事 業 評 価

施設の機能維持、延命のための定期的な保
守点検及び機器等の修繕が必要である。ま
た、塩害等による不具合箇所もみられるため、
保守点検の強化を図り、大規模修繕とならな
いような対応が必要である。

老朽化及び塩害等で不具合や故障した機器等
の取替及び修繕を実施し、機能の向上が図ら
れ、農地等へのたん水被害が防止できた。

定期的に保守点検や機器等の修繕を実施し、機場の
適正な機能維持、長寿命化を図る。また愛知県土地
改良事業団体連合会が行う土地改良施設維持管理
適正化事業等により、計画的な改修に努め、突発的に
発生する故障等の緊急的な修繕については、愛知県
と調整しながら県費補助を活用し対応する。

11
土地改良施設（海岸樋門）の適正管理を図
り、小規模災害等に対応可能とするため、施
設の維持管理を行う。

22,756,860 事 務 事 業 評 価

老朽化した施設の補修等を行い、災害に対応
可能な施設を維持する必要がある。また、農
政課と連携し、土地改良施設の適正な維持管
理、樋門等の操作確認を行い、管理委託する
際に操作員に対して十分な指導が必要であ
る。

樋門等の操作方法の確認、指導等を行ったこと
で警報発令等の緊急時に対応することができ
た。また、軽微ではあるが補修を行い、施設の機
能維持を図ることができた。

排水機場等維持事業
（渥美支所）

92,304,796

市民等が実施する食育活動を支援するとともに、食育
に関する情報提供に取り組み、市民の食育への理解
を促進する。

食育推進事業
3,320,112

14

農業公園として魅力ある施設を目指すととも
に来園者の安全確保を図る。また、都市と農
村の交流の場や地元農畜産物の振興の場と
しての活用を図る。

95,033,247 事 務 事 業 評 価
施設の老朽化が進み、改修等が必要な箇所
がある。また来園者数が年々減少傾向にある
中、新型コロナウイルスまん延防止対策による
外出自粛の影響で、ますます厳しくなってい
る。マーケット等の利便性向上や来園者の安
全対策とともに魅力ある公園づくりを行う必要
がある。

農業公園としての魅力向上を図るため、令和元
年度に策定したリニューアル基本構想に基づき、
関係者と今後の改修計画について協議した。
放送設備等の入れ替え等各種施設保全のため
の修繕を行った。

施設の長寿命化や利便性向上、バリアフリー化等大幅
なリニューアル工事を実施し、サンテパルクたはらの農
業公園としての新たな魅力づくりを行う。芦ケ池農業公園運営

事業

86,337,792

13
たはら食育推進計画に基づき、市民、市や関
係団体がそれぞれ主体となって様々な取組
を行い、食育の普及・啓発を図る。

4,825,455 事 務 事 業 評 価

市民一人ひとりの健全な食生活を実践するた
め、「体」「心」「環境」の三つの視点に沿った食
育を推進している。

田原市の野菜を使用したレシピの開発及び保育
園での食育講座を開催するなど、市民へ食事の
大切さを啓発した。また、食育推進計画に基づ
き、各関係者が食育活動に取り組んだことで、健
全な食生活を推進することができた。



No 施策名

事務事業コード 　内 直接事業費 1 　担当部課名

　内 人件費 2 　評価責任者氏名

3 　妥当性評価

　内 直接事業費 4 　有効性評価

　内 人件費 5 　効率性評価

令和2年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

令和3年度以降の
課題解決に向けた取組方針
（今後3～5年程度をイメージ）

事務事業の現状・課題

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

農業の振興

30103030 6,609,816 1 産業振興部　農業公園管理事務所

11,673,325 2 加藤　兼三

3 高い

2,833,468 4 普通

12,087,796 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30104010 608,898,141 1 産業振興部　農政課

55,895,927 2 河邉　俊和

3 高い

326,873,878 4 高い

40,940,891 5 普通 改善の効果 高い

農業の振興

30104020 2,821,000 1 産業振興部　農政課

4,550,850 2 河邉　俊和

3 高い

3,027,000 4 高い

20,821,472 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30104030 32,213,596 1 産業振興部　農政課

10,848,532 2 河邉　俊和

3 高い

9,431,898 4 高い

3,784,340 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30104040 146,389 1 農業委員会事務局

3,394,149 2 河合　欽史

3 普通

245,857 4 普通

3,524,508 5 普通 改善の効果 普通

農業の振興

30104050 215,962,180 1 産業振興部　農政課

5,715,086 2 河邉　俊和

3 高い

10,454,480 4 高い

4,714,322 5 高い 改善の効果 普通

農業の振興

30105010 12,093,901 1 産業振興部　営農支援課

7,473,641 2 中神　嘉彦

3 高い

10,176,981 4 普通

15,641,563 5 普通 改善の効果 普通

HPやインスタグラム等での情報発信を継続して行う。
また、各種教室やイベントは、感染症対策を行いつつ
内容を充実させ、収穫体験や謎解きイベントなど充実
を図りながら、農業公園としての新たな魅力づくりを行
う。

芦ケ池農業公園ＰＲ
事業

14,921,264
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地域農業の活性化を図るため各種補助事業
を実施するとともに、国内外への販路拡大、
産地競争力の強化、地域農産物の普及啓
発、先進技術の導入などに関する事業を実
施することで地域農業の発展に寄与する。

664,794,068 事 務 事 業 評 価

農業用ハウスの強靭化と栽培施設の整備や
機械の導入による農家の経営基盤の強化を
図る必要がある。また、特に新型コロナウィルス
感染症の影響により売上が減少している農産
物の国内外における消費拡大を図る必要があ
る。

各種補助事業を活用した自然災害時における被
害防止対策を進めるとともに、地域農業の基盤
強化を図った。また、新型コロナウィルス感染症
の影響により売上が減少した花き農業者に対す
る支援、花きの活用拡大の取組み及び農産物の
消費拡大プロモーションを実施した。

国庫補助事業や県補助事業の活用による経営基盤の
強化を支援するとともに、、新型コロナウィルス感染症
の影響に対応しつつ、販路拡大のため海外への農産
物輸出に取り組む。

15

イベントの実施やPR活動により、市民の憩い
の場としての定着化や観光施設としての集客
向上を図る。また、各種事業のイベント会場と
して活用を図る。

18,283,141 事 務 事 業 評 価

来園者数がここ数年減少傾向にあるため、楽
しめるイベントの開催、こまめな情報発信による
集客を図る必要がある。
全国的に広がっている新型コロナウイルス感染
症の予防対策を行う必要がある。

ラジオ、HP、インスタグラム等を活用し、イベント
情報、花の開花など定期的に情報発信し集客に
努めた。さつまいも収穫体験等の収穫体験を開
催し集客を図った。芦ｹ池農業公園「イベント等
における新型ウイルス感染防止のための対応方
針」を作成しイベント開催時の感染対策に努め
た。

農業経営活性化事業
367,814,769

主食用米の需給バランスを保ちつつ、食料自給率の
向上を図る。

経営所得安定対策推
進事業

23,848,472
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畜産の伝染病は、発生農家はもとより産地と
して大きなダメージに繋がる。家畜の法定伝
染病等の自衛防疫を促進するとともに、良質
な畜産物を生産し、家畜飼養農家経営の安
定と健全な発展を図る。

43,062,128 事 務 事 業 評 価

伝染病は一度発生すると容易に他へ感染して
しまうことから、市内畜産農家が同じ危機意識
を持って防疫対策に一丸となって取り組む必
要がある。畜産農家によって意識や対応に差
異があるため、より一層の防疫意識の高揚を
図る必要がある。

家畜伝染病予防のため、ワクチンや防疫資材の
購入、シャワーゲット設置費の補助を実施し、田
原市家畜防疫対策協議会の活動を支援するこ
とで、農家に防疫の重要性の啓発を図った。ま
た、豚熱のまん延防止対策を講じるとともに、農
家再建支援等を行った。

伝染病予防は畜産農家の自己防疫が要となるため、
田原市家畜防疫対策協議会を支援し、農家の防疫意
識の高揚を図る。
本市内で豚熱が発生したことにより、これまで以上に家
畜伝染病が市内で発生しないよう対策、防疫強化、支
援強化を図る。

家畜伝染病予防支援
事業

13,216,238
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国の米政策に基づき、田原市地域農業再生
協議会を通じて主食用米の生産数量目標の
配分や情報提供等を行い、米の需給及び価
格の安定と水田の有効利用を図る。

7,371,850 事 務 事 業 評 価

主食用米の需給バランスを保つため、飼料用
米等の栽培の取組を支援するとともに、「水田
フル活用ビジョン」に基づく地域振興作物等の
生産を支援する事で食料自給率の向上を図っ
ている。

生産組合長を通じて制度の周知を図るとともに、
制度加入の受付会を開催し、主食用米以外の
作物の栽培を推進した。

広報誌へのＰＲ記事掲載、多くの農業者に関心を持っ
てもらえるようチラシ等配布や、農業者の集まる会議等
で農業者年金制度の特徴や税制優遇等のＰＲを行う。
また、農業者年金制度についての理解を深めるととも
に加入推進を図るため、農業委員及び農協職員への
研修会開催を継続して行う。

農業者年金推進事業
3,770,365

20

畜産業の持続的な振興と畜産農家の経営安
定を図ることを目的に、畜産業に関係する諸
問題の解決に取組み、地域と共存する畜産
経営環境を整備する。

221,677,266 事 務 事 業 評 価

畜産業は、施設整備、機械導入、素畜導入費
等が高額であり農家に大きな負担となってい
る。本市の重要な産業である畜産業の安定経
営を図る必要がある。

後継牛の確保、死亡牛の処理、酪農ヘルパー
利用組合に対する補助を通じて、畜産農家の経
営安定化を図った。

畜産農家の安定的な経営を支援するため、市独自の
補助事業を実施するとともに、国庫補助事業等を活用
した経営基盤強化の取組を支援する。

19

農業者の老後に必要な農業者年金の給付に
必要な諸届受付を行い、農業者の老後の生
活の安定及び福祉の向上を図るとともに、農
業の担い手を確保し、農業者の生涯所得の
充実を図る。

3,540,538 事 務 事 業 評 価

農業者の老後のために、農業者年金の給付に
関する諸届受付を行い、老後の生活の安定及
び福祉の向上を図っている。
農業者の生涯所得の充実に向け、より多くの
加入者確保をめざし農業者年金制度の周知
徹底を図る必要がある。

コロナ禍で農業者の集まる会議等での農業者年
金制度の特徴やメリット等の説明会はできなかっ
たが、農業委員会だよりへPR記事掲載、農業委
員等への研修会開催及び制度周知依頼、認定
農業者等農業の担い手へのチラシ配布等を行
い制度の周知を図った。

畜産振興事業
15,168,802

・田原農業改良普及課やＪＡ等との緊密な連携により
情報共有を図り、新規就農者の確保・育成を推進する
とともに、新規就農者の支援を行う。
・新たな担い手を確保・育成するため、新規就農希望
者の誘致活動を実施する。

担い手支援事業
25,818,544

21

地域農業の持続的な発展のため、田原農業
改良普及課等と連携し、新規就農支援等に
よる新たな担い手の確保・育成を推進すると
ともに、多様な担い手の育成を図る。

19,567,542 事 務 事 業 評 価

・新規就農支援業務は、体制を整備し、田原
農業改良普及課と連携し相談対応、制度活
用による就農に至るまでの継続支援を実施し
ている。

・新規就農相談は、田原農業改良普及課との連
携により、相談対応が円滑に実施できた。
・コロナ禍の影響で、新農業人フェア等、新規就
農希望者の誘致活動は実施できなかった。
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令和2年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

令和3年度以降の
課題解決に向けた取組方針
（今後3～5年程度をイメージ）

事務事業の現状・課題

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

農業の振興

30106020 58,452,217 1 産業振興部　農政課

7,889,382 2 河邉　俊和

3 高い

45,554,094 4 普通

8,004,226 5 普通 改善の効果 高い

農業の振興

30106030 1,528,000 1 産業振興部　農政課

808,876 2 河邉　俊和

3 普通

122,000 4 普通

850,043 5 普通 改善の効果 高い

水産業の振興

30201010 115,000 1 産業振興部　農政課

1,357,432 2 河邉　俊和

3 高い

115,000 4 普通

1,375,697 5 普通 改善の効果 高い

水産業の振興

30202010 2,480,438 1 産業振興部　農政課

5,684,116 2 河邉　俊和

3 高い

1,320,275 4 普通

2,916,994 5 普通 改善の効果 高い

水産業の振興

30203040 19,637,039 1 都市建設部　維持管理課

3,822,618 2 小谷　生典

3 高い

10,772,755 4 高い

3,975,656 5 普通 改善の効果 普通

工業の振興

30301010 702,370 1 企画部　企業立地推進室

2,315,728 2 山田　達也

3 高い

557,600 4 高い

2,254,246 5 普通 改善の効果 普通

工業の振興

30301020 4,793,468 1 企画部　企業立地推進室

10,488,947 2 山田　達也

3 高い

1,635,028 4 普通

11,410,029 5 高い 改善の効果 普通

22

農業生産における化学肥料、農業資材、農
薬等の使用による環境への影響を軽減し、環
境保全と生産性の維持・向上との調和が可
能な環境保全型農業を農業者、農業団体及
び市が一体となって推進する。

66,341,599 事 務 事 業 評 価
安心安全な農産物の供給は、日本一の農業
の推進に欠かせないものであり、環境に配慮し
た生産者の取組を更に広げる必要がある。
農業用廃プラスチック処理費が全国的に高騰
している。
有害鳥獣による農作物被害の減少を図る必
要がある。

農薬や化学肥料に頼らない農業、使用済農業
資材の適正処理等、農協等の活動へ補助金に
よる支援を実施し、安心・安全な農作物の提供
に寄与した。農作物被害の減少を図るため、有
害鳥獣駆除を実施した。特にイノシシ対策は国・
県の交付金の確保を行い捕獲促進を図った。

環境に配慮した農業へのJA等の取り組みに対し、現行
方法の検証と新たな支援策を模索し、効果的な支援
を実施する。
渥美半島の野生イノシシの根絶を目指し、愛知県等関
係機関と協力し捕獲を促進する。

環境保全型農業支援
事業

53,558,320

家畜ふん尿処理施設の改修等への支援を継続実施
し、環境問題（野積み、排水対策、臭気問題等）を未
然に防ぐ。家畜糞尿処理支援事

業

972,043

24

水産物の安定供給を目指し、「獲る漁業」か
ら「育てる漁業」への転換を図るため、漁業組
合が実施する稚貝等放流事業を支援し、水
産資源の増大を目指す。

1,472,432 事 務 事 業 評 価

平成２５年には大きく漁獲量が減少し、本市の
産業や漁業者の生活に大きく影響が出た。「と
る漁業」から「育てる漁業」への転換を図り、継
続的に稚魚等の放流を実施し、安定したアサリ
等の漁獲を図る必要がる。

水産資源を確保するために魚類放流事業（メバ
ル、カサゴ、ヒラメの稚魚）を実施した。あさり稚貝
放流事業等については、自然環境等の状況を把
握しつつ、漁協と調整し、令和2年度についても
実施しなかった。

水産物の安定供給のため、栽培漁業の取組に対して
支援するとともに、漁獲量の確保と商品価値の高い水
産物の出荷を目指す。
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畜産経営において、負担が大きい糞尿処理
に対し施設改修等の支援措置を講ずること
で、糞尿処理の適正管理及び畜産農家の経
営安定を促進し、畜産業の健全な振興を図
る。

2,336,876 事 務 事 業 評 価

畜産業に由来する環境問題に対応するため適
切な糞尿処理等が必要であるが、畜産農家に
とって設備投資は大きな負担となっている。

家畜排せつ物処理施設の改修等について補助
金による支援を行い、環境問題の改善がされる
とともに、農家負担の軽減が図られた。

栽培漁業振興支援事
業

1,490,697

継続的に漁業者等の活動を支援し、水産資源に対す
る干潟等の機能の改善及び保全を図る。たま、清掃活
動により、動植物の保護、環境保全意識の高揚を継続
的に図る。漁業者が取り組む新たな水産資源の確保
や商品価値の向上について支援を行う。

漁業者・団体支援事
業

4,237,269

26
市が管理する姫島、宇津江、伊川津漁港施
設の維持管理を適正に行う。

23,459,657 事 務 事 業 評 価

利用者が安心・安全に使用できる漁港を目指
し、適正な維持管理を継続していく必要があ
る。

指定管理による円滑な維持管理を行うとともに、
漁港機能保全計画に基づいた施設管理を実施
した。

利用者が安心・安全に使用できる漁港を目指し、指定
管理者制度を活用した維持管理を継続する。
また老朽化の進む漁港施設については、漁港機能保
全計画に基づいた施設管理を行うことで、安全の確保
を図る。

漁港管理事業
14,748,411

25

漁業者・漁業関係団体が漁業経営の活性
化、漁場環境の改善を図るために行う「水産
多面的機能発揮対策事業」に対し、国、県と
ともに支援し、漁場環境の改善を図り、漁業
者の所得向上を目指す。

8,164,554 事 務 事 業 評 価

漁業経営の活性化や漁場環境の改善を図
る。漁業者・漁業関係団体の取組に対し支援
が必要になっている。

漁業者や関係団体の行う、耕うんや漁場清掃等
の漁場環境保全活動を支援し、漁場の改善を図
ることができた。また、漁業者や関係者の環境保
全の意識向上を図ることができた。

・引き続き新規企業立地につながるよう、企業訪問に
よる情報収集や実証事業の誘導、その後の実装につ
ながるよう、企業間及び対行政との調整役を担いサ
ポートする。立地戦略推進事業

2,811,846

28
本市の産業振興と地域活力を増進するた
め、臨海部に企業の誘致を図るとともに、東
三河5市が連携した企業誘致の活動を行う。

15,282,415 事 務 事 業 評 価

・東日本大震災以降、企業の新規立地は臨海
部の工場分譲地を避ける傾向にあるが、臨海
部への立地が必要な企業を求め、引き続き地
道な企業訪問等を通じた誘致活動が必要であ
る。

・コロナ禍で大規模誘致イベント等への参加を見
送り、WEBを含め企業との面談の機会を設け産
業動向の把握や用地情報の発信に努めた。
・立地検討企業に対して、対行政や諸団体等と
の調整役を担い、安心して立地いただくサポート
業務に努めた。

・誘致イベント等を活用するなど、市内立地企業の情
報と共に分譲地や港情報を発信し、新規企業の誘致
等に努める。
・立地検討を行う企業が、安心して事業決定がされる
よう、引き続き調整役を担いサポートする。

27

時代や状況変化に応じた新技術の実証事業
や新素材の開発、安定供給に取り組む企業
等と連携し、本市の新たな企業集積を誘導
する基礎作りを行う。

3,018,098 事 務 事 業 評 価
・世界の経済等の動向を見据え、新たな産業
の誘導を図ることで、継続的な雇用や税収の
安定を目指す。
・時代の変遷に求められる新技術の開発や実
証事業に取り組む企業、専門機関等から情報
収集を行い、本市に新たな産業や企業の集積
を誘導する取り組みを行う。

・実証事業に取り組む企業と立地企業とのマッチ
ングを行った。
・先進的な取組みを行う企業と意見交換の場を
設定し、本市への立地誘導、地域産業への導入
の可能性を探った。

誘致活動事業
13,045,057



No 施策名

事務事業コード 　内 直接事業費 1 　担当部課名

　内 人件費 2 　評価責任者氏名

3 　妥当性評価

　内 直接事業費 4 　有効性評価

　内 人件費 5 　効率性評価

令和2年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

令和3年度以降の
課題解決に向けた取組方針
（今後3～5年程度をイメージ）

事務事業の現状・課題

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

工業の振興

30301030 48,572,630 1 企画部　企業立地推進室

10,076,707 2 山田　達也

3 高い

6,022,660 4 普通

8,295,816 5 高い 改善の効果 高い

工業の振興

30302010 3,299,350 1 企画部　企業立地推進室

10,789,017 2 山田　達也

3 高い

2,127,760 4 普通

9,412,642 5 普通 改善の効果 普通

商業の振興

30401010 176,722,007 1 産業振興部　商工観光課

18,688,409 2 杉浦　清明

3 極めて高い

117,066,315 4 極めて高い

16,614,268 5 高い 改善の効果 高い

商業の振興

30401020 0 1 産業振興部　商工観光課

0 2 杉浦　清明

3 極めて高い

197,288,034 4 極めて高い

8,900,860 5 高い 改善の効果 普通

商業の振興

30402010 10,207,100 1 都市建設部　街づくり推進課

7,408,487 2 大羽　剛

3 高い

16,144,659 4 高い

7,791,314 5 普通 改善の効果 高い

商業の振興

30402020 50,756,943 1 産業振興部　商工観光課

4,154,543 2 杉浦　清明

3 高い

31,015,212 4 高い

4,452,082 5 高い 改善の効果 高い

商業の振興

30403010 55,386,390 1 産業振興部　商工観光課

2,775,764 2 杉浦　清明

3 極めて高い

101,889,148 4 極めて高い

3,419,056 5 高い 改善の効果 高い

・引き続き、市奨励金制度により新規立地、事業拡大
の初期投資に対し支援する。
・田原臨海部立地企業の生産性の向上を図るため、
道路、港湾等整備の促進に努めるとともに、企業防災
力の維持に努める。

立地誘導・活動支援
事業

14,318,476

30

重要港湾三河港の整備・振興を図るため、
国・県・関係団体への要望活動、振興PR事
業の実施や自動車港湾としての特性を高め
る諸活動を行う。

14,088,367 事 務 事 業 評 価
・行政、各種団体、事業者で構成する三河港
振興会を中心に、地域全体で港湾機能の整
備促進、利用促進を図り、地場産業の振興を
図っている。
・田原公共ふ頭‐10ｍ整備の早期着手を目指
し、田原公共ふ頭を利用する企業の誘致や、
具体的な事業等の誘導が必要である。

・港湾計画改訂に伴う協議に参加し、20～30年
後の三河港の目指すべき姿を「三河港長期構想
(案）」として取りまとめた。
・田原公共ふ頭-10ｍ整備の実現を図るため、
国・県に対する要望活動を行うとともに、新規岸
壁利用の可能性を探った。

・本格的にスタートする三河港港湾計画改訂の協議に
おいて、三河港における田原エリアの役割を整理する。
・田原公共ふ頭-10m整備の早期実現に向けて、具体
的な事業誘導に努める。三河港振興事業

11,540,402

29

田原市企業立地奨励金交付要綱等に基づ
き、進出企業の初期及び拡張投資の支援を
図り、本市への企業立地を促進する。また、
臨海部に立地した企業で構成する田原臨海
企業懇話会の活動支援を行う。

58,649,337 事 務 事 業 評 価
・企業立地奨励金により、進出企業の初期投
資、拡張投資を支援している。他市と比較し支
援内容の拡充を検討する。
・田原臨海企業懇話会による幹線道路改善活
動、企業防災力の強化に取り組む諸活動を支
援しながら、立地企業が操業し易い環境づくり
に取り組む必要がある。

・奨励金制度により、新規立地、事業拡大に対す
る支援を行った。
・臨海地区災害時帰宅支援ルートマップの更
新、防災倉庫設置支援を行うなど、避難体制の
整備、意識向上を図った。

・新規創業者・第2創業者を支援することで創業者を
増やし、地域経済の活性化を図る。
・地域産業のすそ野を広げるため、地域の農水産業と
食料産業と飲食業をはじめとした様々な産業の連携を
図り、新たな商品、サービス、販路、地域ブランド等を
創出する。

中小企業活性化支援
事業

133,680,583

32

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため愛
知県緊急事態措置に基づき休業協力要請に
応じて、休業協力要請期間中にその事業を
休止又は営業時間を短縮する事業者に対し
協力金を交付する。

0 事 務 事 業 評 価

・新型コロナウイルス感染症対策として休業等
に協力した事業者に協力金を給付する。
・愛知県の協力金に加え、田原市独自の協力
金を期間を延長して交付する。

・新型コロナウイルス感染症対策として休業等に
協力した事業者に協力金を給付することで、市
内の新型コロナウイルス感染症の拡大防止に努
めた。

令和2年度で事業を完了した。

31

商工業の振興を図るため、中小企業者が運
転資金等を円滑に確保できるよう、愛知県と
協調して市内11店舗の金融機関に資金を預
託するとともに、融資を受けた際の利子補給
を行う。また、6次産業化・農商工連携を積極
的に推進することで、地域産業の活性化を図
る。

195,410,416 事 務 事 業 評 価

･コロナ禍の影響下において、中小企業者の
セーフティネットの維持や、多面的な支援をす
る必要がある。
・地域経済の持続性を高めるため６次産業化
の推進、地域産品のブランド化を図る必要があ
る。

・コロナ禍の影響を受ける中小企業者を支援する
ため、信用保証料の全部又は一部について補助
金を交付した。
・多面的な支援を図るため田原市中小企業活性
化支援センターの運営を田原市中小企業活性
化協議会に委託した。

新型コロナウイルス感
染症対策中小企業支

援事業

206,188,894

・活性化を担う人材の発掘、育成に向けて、活動の支
援を継続する。
・田原市街地まちづくりビジョンの実現に向けて、関係
者と連携しながら取組を進めていく。

中心市街地活性化推
進事業

23,935,973

34
セントファーレを適正に維持管理することで、
訪れる利用客の利便を図る。

54,911,486 事 務 事 業 評 価

・外壁、電気・消防設備等に経年劣化や故障
が見られるため、修繕計画を立て、順次対応
が必要である。

・地下駐車場の照明をLEDに取り換えたことによ
り、電気量が減少しコストが削減され、また明るさ
が増したため、視認性が向上し、利用者の安全
性が向上した。

・長期的な修繕計画を作成し、施設の長寿命化、修繕
費等の平準化を図る。
・施設運営している(株)あつまるタウン田原と連携し、
利用者の利便性や安全性の向上を図る。

セントファーレ管理運
営事業

35,467,294

33
中心市街地の賑わい創出を図るため、田原
市中心市街地活性化基本計画に記載の各
種事業等を実施する。

17,615,587 事 務 事 業 評 価
・田原市中心市街地活性化基本計画の計画
期間終了に伴い、今後は田原市街地まちづくり
ビジョンの実現に向けて、事業に取り組む必要
がある。
・民間主体の賑わいを創出する取り組みを発
展させるため、中心市街地活性化を担う人材
の発掘、育成への支援が必要である。

・まちなか賑わいづくり事業の事業見直しを支援
したことで、田原中学校や地域等と連携した新た
な取り組みに発展させることができた。

・行政ポイントの発行等、たまぽカードの活用方法を田
原カード事業組合および渥美カード事業組合と検討
し、利用促進を図る。
・田原市商工会・渥美商工会の将来的な一体化の機
運を醸成するため、共同事業の実施等を検討する。

商業団体支援事業
105,308,204

35

市内中小企業者の経営の改善を図るため、
その指導機関である田原市商工会及び渥美
商工会に対して助成を行い、中小企業者の
指導育成を行う。また、安全で快適な環境を
保つとともに、中心市街地の活性化を図る目
的を以って、街路灯の維持管理費や商店街
の催事、共同宣伝への助成を行う。

58,162,154 事 務 事 業 評 価

・小規模企業振興のため商工会の経営支援
機能の向上が必要となっている。
・現状では田原・渥美の２つの商工会、カード
事業組合となっており、それぞれの活動に差異
があることから、一体となった産業振興施策の
立案等が必要となっている。

・新型コロﾅウイルス感染症に対する対策として、
プレミアム付商品券発行事業、新型コロナウイル
ス感染症対策中小企業支援事業、新型コロナウ
イルス感染症対策対応事業者支援事業への補
助を行った。



No 施策名

事務事業コード 　内 直接事業費 1 　担当部課名

　内 人件費 2 　評価責任者氏名

3 　妥当性評価

　内 直接事業費 4 　有効性評価
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事務事業の現状・課題

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

観光の振興

30501010 38,766,964 1 産業振興部　商工観光課

21,254,065 2 杉浦　清明

3 高い

16,037,250 4 高い

20,368,169 5 高い 改善の効果 高い

観光の振興

30502010 9,972,559 1 産業振興部　商工観光課

3,802,467 2 杉浦　清明

3 高い

21,712,365 4 高い

7,621,894 5 普通 改善の効果 高い

観光の振興

30502020 24,426,414 1 産業振興部　商工観光課

2,417,639 2 杉浦　清明

3 高い

29,730,363 4 高い

2,023,077 5 高い 改善の効果 高い

観光の振興

30502030 8,648,933 1 産業振興部　商工観光課

1,524,067 2 杉浦　清明

3 普通

5,063,676 4 普通

1,203,731 5 普通 改善の効果 普通

観光の振興

30502040 3,235,046 1 産業振興部　商工観光課

4,996,649 2 杉浦　清明

3 高い

2,979,369 4 高い

3,748,971 5 高い 改善の効果 高い

観光の振興

30502050 6,072,987 1 産業振興部　商工観光課

3,158,689 2 杉浦　清明

3 高い

5,118,491 4 高い

2,141,970 5 高い 改善の効果 高い

観光の振興

30502060 33,836,886 1 産業振興部　商工観光課

4,696,717 2 杉浦　清明

3 高い

27,230,045 4 高い

2,360,256 5 高い 改善の効果 高い

36

田原市内における観光事業を推進すること
で、国内外からの誘客を図る。また、地域間
交流の拡大と広域観光の推進を図るため、
愛知県観光協会、東三河広域観光協議会
等に参画する。

60,021,029 事 務 事 業 評 価

・コロナ禍の影響により大きく変わる観光振興
方策に対応する必要がある。
・近隣自治体との連携を強化し、地域間交流
の拡大、広域観光を推進する必要がある。
・観光客受入れ体制づくりのため、観光事業に
携わる人材育成を図る必要がある。

・コロナの影響でイベントや事業等が中止となる
中、たはら巡り～なやマルシェの開催等、市内外
から誘客を図るとともに、オンラインを活用したイ
ベントも開催した。
・広域連携事業に参画し、近隣自治体との連携
を図った。

・アフターコロナを見据えた観光振興方策に対応すると
ともに、新たに温泉資源を活用することで国内からの誘
客を促進する。
・広域連携を図り、東三河全体での誘客事業を検討す
る。

観光推進事業
36,405,419

・計画的な改修等を行うことで、道の駅の目的型観光
施設としての魅力を高めていく。

観光情報サービスセ
ンター運営事業

29,334,259

38

太平洋、三河湾が一望できる蔵王山展望台
利用者の利便の向上を図るため、平成6年4
月に建設した蔵王山展望台施設（鉄骨造4階
建）、及び展望台周辺の園地等の適正な管
理運営を実施する。

26,844,053 事 務 事 業 評 価

・本市の観光拠点施設である蔵王山展望台の
施設・周辺環境の修繕・更新等を行うことで、
利用者の利便性の向上を図る必要がある。

・受水槽の老朽化に伴い、中間受水槽の更新を
行い、施設機能の長寿命化を行った。
・映像機器等の保守点検等により適正な管理運
営を実施した。

・引き続き、施設・園地の適正な管理運営を行うととも
に、継続的な集客が続くよう、観光メニューの開発に取
り組む。蔵王山展望台運営事

業

31,753,440

37

道の駅（田原めっくんはうす、あかばねロコス
テーション、伊良湖クリスタルポルト）及び三河
田原駅（交流ひろば）を適正に管理運営する
ことで、田原に訪れる観光客の利便を図り、
観光客の増加と地域の活性化につなげる。

13,775,026 事 務 事 業 評 価

・観光客に向け道の駅のイメージ・サービスの
向上を図るため、施設及び機器の補修や更新
を計画的に行う必要がある。
・観光客及び市民に対する道の駅の新たな魅
力付けを検討していく必要がある。

・新たな魅力付けとして、サイクリストの受け入れ
環境を整え、重点道の駅としての機能強化を
図った。
・田原めっくんはうすの空調設備等の改修を行
い、利用者の利便性、快適性の向上に努めた。

・令和3年度に風力発電施設の解体、撤去を行う。
蔵王山展望台風力発

電運営事業

6,267,407

40

城下町文化の粋である山車・けんか凧を展示
紹介する田原まつり会館を適正に管理運営
することで、田原の伝統文化である田原祭り、
田原凧のPRを図り、観光客の増加と地域の
活性化につなげる。

8,231,695 事 務 事 業 評 価

・山車収蔵庫の大扉の建てつけの悪化や空調
機器の老朽化など、施設の経年劣化に伴う計
画的な改修が必要となっている。
・施設の効果的なＰＲを実施し、利用客の増加
を図る必要がある。

・開館時間の変更を行い効率的な運営に努め
た。
・雨漏りの修繕を行い、施設環境の向上を図っ
た。

・山車収蔵庫の大扉や空調機器等について計画的な
改修を行う。
・中心市街地活性化事業と連動し、観光コースを駅前
でPRするなどまちなか観光の拡充を図る。
・外国人旅行者に対する館内表示や動画資料等の多
言語化を実施する。

39

環境対策のシンボルとして、平成13年に蔵王
山展望台に整備した風力発電施設（定格出
力300KW、想定発電力65万KWh）が正常に
稼動するよう適正な維持管理を実施する。

10,173,000 事 務 事 業 評 価

・老朽化に伴う機器の計画的な保守・更新を
行い、風力発電施設の適正な管理運営を図
る。
・施設の耐用年数を経過しており、施設の廃止
や跡地利用を含め今後のあり方について方向
性の検討が必要となっている。

・耐用年数が経過したこと、7月に大規模修繕が
必要となったことから、解体を決定し、解体工事
設計を行った。

田原まつり会館運営
事業

6,728,340

・施設の老朽化に伴う修繕対応や計画的な改修を行
い、適正な管理運営に努める。
・市内有数のサーフスポットとしてより魅力のある施設と
するためハード面だけでなくソフト面を含めた検討を行
う。

ロングビーチ管理棟管
理事業

7,260,461

42
観光地の公衆便所、駐車場、園地等を適正
に維持管理することで、観光客等の利便を図
る。

38,533,603 事 務 事 業 評 価

・本市の観光イメージの向上のため、観光地の
清掃や便益施設等の適正な管理を行う必要
がある。
・トイレの高質化等により、観光客の快適性の
向上と施設管理の効率性の向上が必要となっ
ている。

・観光トイレ、駐車場等の清掃、草刈等を行い、
観光客の利便性と快適性の向上に努めた。
・県補助事業により、海水浴場への海岸漂着物
の回収処理を行うことで、観光地としての環境の
向上を図った。

・観光トイレの修繕に随時対応すると共に、利用率の高
い観光トイレに関しては高質化を検討する。
・園地等は植栽木の定期的な剪定等により快適な環
境の維持に努める。
・案内看板等の設置を行い観光客の利便性の向上を
図る。

観光地維持管理事業
29,590,301

41

サーファー、観光客等、太平洋ロングビーチ
観光便益施設（管理棟、多目的トイレ1基、男
子更衣室：トイレ5基(小3基・大2基)、温水
シャワー3基、女子更衣室：トイレ4基、温水
シャワー3基）利用者の利便を図るために適
正な維持管理を実施する。

9,231,676 事 務 事 業 評 価

・指定管理により施設の適正な維持管理を図
ることで、利用者の利便性向上に繋げる必要
がある。

・指定管理者の自主的な経営努力を発揮させる
ため、シャワー料金を利用料金制にすることとし、
指定管理の見直しを図った。
・ボイラー施設の更新を行い、機能の維持を図っ
た。



No 施策名

事務事業コード 　内 直接事業費 1 　担当部課名

　内 人件費 2 　評価責任者氏名

3 　妥当性評価

　内 直接事業費 4 　有効性評価

　内 人件費 5 　効率性評価

令和2年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

令和3年度以降の
課題解決に向けた取組方針
（今後3～5年程度をイメージ）

事務事業の現状・課題

事務事業名
R2決算額（円）

事務事業の目的

R1決算額（円） 事 務 事 業 評 価

観光の振興

30502070 63,508,920 1 産業振興部　商工観光課

5,066,188 2 杉浦　清明

3 高い

92,324,000 4 高い

6,587,734 5 高い 改善の効果 高い

観光の振興

30503010 57,000,000 1 産業振興部　商工観光課

917,007 2 杉浦　清明

3 極めて高い

64,800,000 4 高い

979,507 5 高い 改善の効果 高い

観光の振興

30503020 7,750,000 1 産業振興部　商工観光課

6,285,682 2 杉浦　清明

3 普通

0 4 普通

2,384,899 5 普通 改善の効果 普通

労働環境・消費生活の充実

30604010 18,614,000 1 産業振興部　商工観光課

793,965 2 杉浦　清明

3 高い

18,570,000 4 高い

669,653 5 普通 改善の効果 普通

労働環境・消費生活の充実

30605010 5,343,218 1 産業振興部　商工観光課

6,324,453 2 杉浦　清明

3 高い

293,385 4 高い

2,699,975 5 高い 改善の効果 高い

労働環境・消費生活の充実

30606010 2,924,443 1 産業振興部　商工観光課

3,070,888 2 杉浦　清明

3 高い

2,802,789 4 高い

2,193,294 5 高い 改善の効果 高い

・引き続き、支援制度等の適正な運用に努め
た。

・関係自治体とも調整を図りながら、補助制度の運用
方法の見直し等に努める。
・預託金については当面の動向を注視し、必要に応じ
見直しを行う。勤労者支援推進事業

19,239,653

・新型コロナウイルス感染症等に対応する新し
いイベントの実施方法を検討する必要がある。
・来場者が飽きずに楽しめるよう、イベント内容
を見直す必要がある。

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、市民ま
つりを実施することはできなかった。

43
田原市の観光魅力度の向上を図るため観光
施設の整備拡充、修繕等を実施することによ
り、観光誘客及び観光客の利便を図る。

68,575,108 事 務 事 業 評 価

・本市を訪れた観光客の立ち寄り場所の拡大
や滞留時間の延伸を図るため、観光施設の計
画的な改修や整備を行い、本市観光の魅力を
高める必要がある。

・温泉掘削工事を完了し、温泉揚湯施設の設計
を行った。
・弥八島海浜公園土地活用事業の事業者を決
定し、定期借地契約を結んだ。

・温泉揚湯施設の適正な維持管理を図るとともに、3年
ごとに温泉ポンプ入替工事を行う。

観光施設整備事業
98,911,734

46

市内に在住在勤する勤労者への資金の融資
を円滑にし、生活及び福祉の向上を図るた
め、東海労働金庫豊橋支店に資金を預託す
るほか、勤労者の団体が実施する福祉事業
への助成を行い、勤労者の健康の増進と福
祉の向上を図る。

19,407,965 事 務 事 業 評 価

・資金預託することで東海労働金庫が勤労者
に資金融資をすることが円滑になる。
・補助制度等は他市との均衡を図りながら実
施している。

観光団体活動支援事
業

65,779,507

45
市民まつりを開催する田原市民まつり推進協
議会の活動を支援することで、市民相互の融
和と市民意識の高揚を図る。

14,035,682 事 務 事 業 評 価

・市民が主体となって企画運営に参画する体制を構築
する。

市民まつり支援事業
2,384,899

44

魅力ある観光まちづくりを推進するために渥
美半島観光ビューローの支援を行い、官民協
働による観光及びレクリエーションの活動の振
興を図る。

57,917,007 事 務 事 業 評 価

・本市の観光振興を図るとともに観光ビュー
ローの自律性・継続性を高める。
・アフターコロナに対応した組織や事業の方向
性を定めていく必要がある。

・コロナ禍において、地域の事業者と連携によりマ
イクロツーリズム旅行商品開発を実施。GOTOトラ
ベルなど国や県の助成を活用しながらエージェン
トに催行を働きかけ、経済効果を意識した実践
的な取組を行った。

・令和４年度から法人化による新体制の開始を目標と
し、自主財源の確保、事業の見直し、法人化、事務局
職員の採用など、自立と組織強化に向けた取組を支
援する。

47

田原市地域職業相談室において、求職者へ
の求人情報の提供を行うほか、求人企業の
求人申込の受付を行うことにより、求人求職
業務窓口の充実を図る。

11,667,671 事 務 事 業 評 価

・当地域は全国水準と比べ、比較的高い求人
倍率で推移していたが、コロナ禍の影響で雇用
状況が不安定となっている。
・今後は、高齢者や女性など新たな働き手の
開拓が課題である。

・田原市地域職業相談室を通じて、コロナ禍にお
ける市民の安定した雇用機会の確保に努めた。

・公共職業安定所と連携しながら、雇用状況の把握に
努める。
・中高生を対象に地域産業や事業者等の魅力を紹介
することで、地元就職を促す。
・社会福祉協議会やシルバー人材センターなど他機関
と連携しより多くの雇用創出を図る。

雇用推進事業
2,993,360

48

地域住民の健全なくらしや生活の向上、消費
者問題意識を高め、消費者トラブルの防止を
図る。また、金融広報活動及び消費者教育
活動の促進を図る。

5,995,331 事 務 事 業 評 価

・消費者相談業務は、広域連合へ移行されて
いる。東三河地域内でより専門的な知識を有
する相談員を育成していくことが課題となって
いる。

・コロナ禍で対面での相談が困難な状況になった
が、タブレットを配置したことにより、オンラインでの
相談も可能とした。より利用者にとって相談しやす
い環境を整備した。

・判断力が不十分な高齢者、障害者等を消費者被害
から防ぐため、地域の協議会と連携して消費者安全確
保地域協議会（見守りネットワーク）を構築し、活用して
いく。消費者支援推進事業

4,996,083


